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「離職票」※とは ※正式名称は「雇用保険被保険者離職票」

従業員に賞与を支給したときはお知らせ下さい

　賞与についても健康保険・厚生年金保険の毎月の保険

料と同率の保険料を納付することになっています。事業

主が被保険者および70歳以上被用者へ賞与を支給した

場合には、支給日より5日以内に「被保険者賞与支払届」

により支給額等を届出なければなりません。

　この届出内容により標準賞与額が決定され、これにより賞与の保険料額が決定さ

れるとともに、被保険者が受給する年金額の計算の基礎となるものですので忘れ

ずにお知らせ下さい。

離職者が雇用保険の求職者給付（基本手当等）を受給するために必要となる書類です。
現在は事業所から離職者にお送りいただいていますが、2025年１月20日から、希望する
離職者の方には、マイナポータルを通じて直接お送りするサービスを開始しました。
離職票のほか、資格喪失確認通知書および雇用保険被保険者期間等証明票も、マイナ
ポータルを通じてお送りします。

① 賞与にも社会保険料がかかります

　賃金、給料、俸給、手当、賞与その他いかなる名称であるかを問わず、労働者
が労働の対償として受けるもののうち、年３回以下の支給のものをいいます。なお、
年４回以上支給されるものは標準報酬月額の対償とされ、また、労働の対償とみな
されない結婚祝金等は、対象外です。
（例）給与規定において７月、12月に「繁忙手当」の支給を規定している場合⇒支給

月が年2回と明確に規定されているため、「〇〇手当」という名称であっても、
通常の報酬でなく賞与となります。

② 対象となる賞与

お知らせいただいた後、金原事務所で被保険者賞与支払届を作成し、
電子申請または年金事務所窓口へ提出します。

２０２５年1月から、希望する離職者のマイナポータルに
「離職票」を直接送付するサービスが開始されました
２０２５年1月から、希望する離職者のマイナポータルに
「離職票」を直接送付するサービスが開始されました

事業主の皆さまへ事業主の皆さまへ

「離職票」等が送付されるまでの流れ
現在

①届出（窓口申請または電子申請）
・資格喪失届
・離職証明書

離職された方

離職証明書
事業主控

離職票等

ハローワーク

②送付（郵送または電子送付）

④ハローワークで雇用保険の受給手続きへ

離職票等

③送付

①届出（電子申請）
・資格喪失届
・離職証明書

事業所

離職された方

ハローワーク

②送付（電子送付）

④ハローワークで雇用保険の受給手続きへ

離職票等

離職証明書
事業主控

③マイナポータルに直接送付

※一定の条件を満たした場合のみ対象となります。
条件を満たさない場合は、従来どおり事業所から送付ください。

２０２５年１月２０日〜

事業所

雇用保険の離職手続きを電子申請で提出いただいた後、ハローワークによる審査

が終了したら自動的に離職票等の書類が離職者のマイナポータルに送信されます。

• 届け出たマイナンバーが被保険者番号と適切に紐付いていること

• 離職者ご自身にマイナポータルと雇用保険 サービスの連携設定を

行っていただくこと

• 事業主より電子申請で雇用保険の離職手続きを行っていただくこと

（電子申請は金原事務所で行います）

このサービスの対象となる条件

事業所から離職者に郵送等を行う事務がなくなります
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　熱中症の重篤化による死亡災害を防止するため、熱中症のおそれがある作業者を早期に見つけ、その状況に応じ、
迅速かつ適切に対処することが可能となるよう、事業者に対し、「早期発見のための体制整備」、「重篤化を防止する
ための措置の実施手順の作成」、「関係作業者への周知」を義務付ける。

1　改正の趣旨

●　以下1、2の事項を事業者に義務付けること。
１　熱中症を生ずるおそれのある作業（※）を行う際に、
①  「熱中症の自覚症状がある作業者」
②  「熱中症のおそれがある作業者を見つけた者」
がその旨を報告するための体制（連絡先や担当者） を事業場ごとにあらかじめ定め、関係作業者に対して
周知すること。

２　熱中症を生ずるおそれのある作業を行う際に、
①  作業からの離脱
②  身体の冷却
③  必要に応じて医師の診察又は処置を受けさせること
④  事業場における緊急連絡網、緊急搬送先の連絡先及び所在地等
など、熱中症の症状の悪化を防止するために必要な措置に関する内容や実施手順を事業場ごとにあらかじめ
定め、関係作業者に対して周知すること　

※  WBGT （湿球黒球温度） 28度又は気温31度以上の作業場において行われる作業で、継続して1 時間以上
又は1日当たり4時間を超えて行われることが見込まれるもの　

●　罰則  ６ヶ月以下の懲役または50万円以下の罰金

2　改正の概要

令和７年６月１日に
改正労働安全衛生規則が
施行されました

職場における
熱中症対策の強化について

（黒球式のWBGT指数計）


